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東京都中央卸売市場における四半期別だいこん取扱量の推移

出典：東京都中央卸売市場青果物流通年報

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

その他
徳島県
茨城県
岩手県
青森県
北海道
神奈川県
千葉県

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

約57％減 約51％減約２２％減 約１７％減

平成１８年 昭和５１年

(t)(t)

○東京都中央卸売市場におけるだいこんの取扱量は、昭和５１年時点では、第１および

第４四半期に集中。第２および第３四半期には第４四半期の半分以下に減少していた。

○現在では、遠方の北海道産や青森県産等の取扱量が年間を通して増加し、年間を通した

安定供給が実現している。

○東京都中央卸売市場におけるだいこんの取扱量は、昭和５１年時点では、第１および

第４四半期に集中。第２および第３四半期には第４四半期の半分以下に減少していた。

○現在では、遠方の北海道産や青森県産等の取扱量が年間を通して増加し、年間を通した

安定供給が実現している。

地域の活力基盤、充実した生活の場の提供



32出典：農林水産物等輸出促進全国協議会 総会資料

【農水産物等の輸出額の国・地域別内訳】【農水産物等の輸出額推移

地域の活力基盤、充実した生活の場の提供

○農産物等の輸出額では、特に、農産物や林産物が引き続き伸びを示している。

○輸出先は、輸出額で見ると、約７割がアジア向けとなっている。

○農産物等の輸出額では、特に、農産物や林産物が引き続き伸びを示している。

○輸出先は、輸出額で見ると、約７割がアジア向けとなっている。



33出典：農林水産物等輸出促進全国協議会 総会資料

地域の活力基盤、充実した生活の場の提供

○世界的な日本食ブームの広がりや、アジア諸国等を中心とした富裕層の増加により、各
地域で、農林水産物等の輸出が行われている。

○世界的な日本食ブームの広がりや、アジア諸国等を中心とした富裕層の増加により、各
地域で、農林水産物等の輸出が行われている。
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出典：世界観光機関（UNWTO）、各国政府観光局
作成： 日本政府観光局（JNTO）

【世界各国・地域への外国人訪問者数（2007年 上位40位）】

○日本への外国人旅行者は、年々増加しているものの、世界で２８位、アジアで６位。○日本への外国人旅行者は、年々増加しているものの、世界で２８位、アジアで６位。

地域の活力基盤、充実した生活の場の提供
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【アジア諸国・地域への外国人訪問者数（1990～2007）】

○アジア諸国・地域への外国人訪問者数は増加しているが、特に中国の増加が大きい。○アジア諸国・地域への外国人訪問者数は増加しているが、特に中国の増加が大きい。

出典：World Tourism Organization (UNWTO)
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地域の活力基盤、充実した生活の場の提供
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○移動支障区間や速達性が担保できない区間も多く、医療機関へのアクセス
にも問題がある。

○全国における病院の数は、概ね１５年間で１割減少した。

○移動支障区間や速達性が担保できない区間も多く、医療機関へのアクセス
にも問題がある。

○全国における病院の数は、概ね１５年間で１割減少した。

出典：厚生労働省「医療施設動態調査」

病院数の経年変化（全国）

年
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※病院：医師が医業を行う場所であって、患者20人以上の入院施設を有するもの。

１
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減
少

救急車など緊急車両がスムーズに
走行できない箇所

山間部の狭隘な道路

地域の活力基盤、充実した生活の場の提供
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○乗合バスの輸送人員は、1970年前後を境に大きく減少している。

○特に四国地方をはじめとする地方部において輸送人員の減少率が大きく、走
行台キロも減少している。

○乗合バスの輸送人員は、1970年前後を境に大きく減少している。

○特に四国地方をはじめとする地方部において輸送人員の減少率が大きく、走
行台キロも減少している。

乗合バスの輸送人員の推移

出典：国土交通省「陸運統計年報」「自動車輸送統計調査年報」より作成
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分

※地方運輸局区分（地方運輸局再編［2002年］前の区分）
・北海道：北海道
・東北：青森県、岩手県、宮城県、福島県
・関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県
・新潟：秋田県、山形県、新潟県、長野県
・中部：富山県、石川県、福井県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
・近畿：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
・中国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
・四国：徳島県、香川県、愛媛県、高知県
・九州：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県
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地域の活力基盤、充実した生活の場の提供
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○地方都市圏において高齢者の自動車利用率が増えている。○地方都市圏において高齢者の自動車利用率が増えている。

高齢者１人１日あたりのトリップ数
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出典：「都市における人の動き－平成17年全国都市交通特性調査集計結果から－」（平成19年5月 国土交通省都市・地域整備局 都市計画課 都市交通調査室）
「都市における人の動き－平成17年全国都市交通特性調査集計結果２－」（平成20年3月 国土交通省都市・地域整備局 都市計画課 都市交通調査室）
「運転免許統計（平成20年版）」（警察庁交通局運転免許課）
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地域の活力基盤、充実した生活の場の提供
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地域の活力基盤、充実した生活の場の提供

○生活道路に通過交通が流入し、沿道環境に悪影響を及ぼしている箇所がある。○生活道路に通過交通が流入し、沿道環境に悪影響を及ぼしている箇所がある。

千葉県鎌ヶ谷市奈良県斑鳩町

東京都国分寺市熊本県熊本市
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○生活道路については、特に、歩行中及び自転車乗用中の死傷事故率が
高くなっている。

○生活道路については、特に、歩行中及び自転車乗用中の死傷事故率が
高くなっている。
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11.5(99%)

72.5(80%)
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10977.5(71%)

31.6(29%) 
【道路種類別の死傷事故率の比較（H19）】

約４倍

出典：交通事故総合分析センター資料

注：件数については、その他の道路26,908件があるため、合計が全道路の数字とならない。

833,454件

13,174件

409,562件

382,810件

件数（Ｈ19） 割合(%）

100(%）

2(%）

49(%）

46(%）

地域の活力基盤、充実した生活の場の提供
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○中央環状新宿線山手トンネルの開通前は、開通後に比べ、沿線の生活道路に
おける事故が約２割多かった。

○混雑する幹線道路を迂回して生活道路に流入する交通が、開通前は、開通後
より多かったと考えられる。

○中央環状新宿線山手トンネルの開通前は、開通後に比べ、沿線の生活道路に
おける事故が約２割多かった。

○混雑する幹線道路を迂回して生活道路に流入する交通が、開通前は、開通後
より多かったと考えられる。

出典：「東京の交通事故」警視庁交通部

※中央環状新宿線沿線の警察署内の事故件数から集計
（代々木・新宿・戸塚・中野・野方・池袋・目白）

出典：「東京の交通事故」警視庁交通部

※中央環状新宿線沿線の警察署内の事故件数から集計
（代々木・新宿・戸塚・中野・野方・池袋・目白）

中央環状新宿線沿線警察署エリア

2,553 2,218

1,926
1,542

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

1 2

山手トンネル沿線の死傷事故件数
（件／年）

H19 H20
開通前１年 開通後１年

幹線道路
（国道・都道）

生活道路
（区道等）

２割

地域の活力基盤、充実した生活の場の提供
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地域の活力基盤、充実した生活の場の提供

○都市の景観や街並みと調和した道路や多様な利用が地域の価値を高めている。○都市の景観や街並みと調和した道路や多様な利用が地域の価値を高めている。

（出典：道路ルネッサンス研究会資料）

六本木けやき坂イルミネーション 横浜市（オープンカフェ）

定禅寺通り（緑化）生活道路における景観向上
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裏配線 軒下配線

三重県亀山市福島県下郷町大内宿

○地域の実情に応じ、安価で狭隘な箇所への適用が可能な軒下・裏配線の活用
するなど、景観・街並みと調和した取り組みが行われている。

○地域の実情に応じ、安価で狭隘な箇所への適用が可能な軒下・裏配線の活用
するなど、景観・街並みと調和した取り組みが行われている。

地域の活力基盤、充実した生活の場の提供
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交通システムとしての課題
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○日本では、旅客・貨物双方において自動車の分担率が他の交通モードに比べ
て最も高いが、旅客において鉄道の利用割合が、貨物において内航海運が高
く、自動車の割合は欧米諸国ほど高くはない。

○日本では、旅客・貨物双方において自動車の分担率が他の交通モードに比べ
て最も高いが、旅客において鉄道の利用割合が、貨物において内航海運が高
く、自動車の割合は欧米諸国ほど高くはない。

交通システム全体としての信頼性、安全性、温暖化ガスの排出を含めた効率性の確保
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出典）日本：国土交通省総合政策局資料
ドイツ：Verkehr in Zahlen 2007/2008 フランス：Le Comptes en 2007
イギリス：Transport Statistics Great Britain 2008 アメリカ：National Transportation Statistics 2008

【旅客輸送人キロの国際比較】
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【貨物輸送トンキロの国際比較】
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出典：国土交通省「貨物・旅客地域流動調査 分析資料」

○旅客における輸送機関分担率は、300km～500km帯以下で、自動車輸送の割
合が多く、750km帯以上では航空輸送の割合が多い。

○貨物においては、500km～750km帯を境に、自動車輸送と海運輸送の割合が
逆転する。

○旅客における輸送機関分担率は、300km～500km帯以下で、自動車輸送の割
合が多く、750km帯以上では航空輸送の割合が多い。

○貨物においては、500km～750km帯を境に、自動車輸送と海運輸送の割合が
逆転する。

交通システム全体としての信頼性、安全性、温暖化ガスの排出を含めた効率性の確保

【旅客 距離帯別輸送機関分担率】 【貨物 距離帯別輸送機関分担率】
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【自動車利用のトリップ長分布】

○自転車は5km程度の短距離の移動において、鉄道や自動車を始めとしたどの手
段よりも所要時間が短い。

○自転車への転換が期待される乗用車の移動（5km未満の自動車の移動）は全体
の約４割存在する。

○自転車は5km程度の短距離の移動において、鉄道や自動車を始めとしたどの手
段よりも所要時間が短い。

○自転車への転換が期待される乗用車の移動（5km未満の自動車の移動）は全体
の約４割存在する。

43% 26% 30%

42% 25% 33%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

55kmkm未満未満 5～10km未満 10km以上

自転車への転換が期待
される乗用車の移動

自転車への転換が期待自転車への転換が期待
される乗用車の移動される乗用車の移動

全国全国

人口10万人

以上の都市

［出典：平成17年度道路交通センサス（国土交通省道路局）］

交通システム全体としての信頼性、安全性、温暖化ガスの排出を含めた効率性の確保
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自転車の所要時間が最
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自転車の所要時間が最
も短い距離帯

所

要

時

間

（
分
）

0 5 10 15
移 動 距 離 (km)

2.5

14

［ MATT関東圏時刻表 2002年11月：八峰出版、
東京都交通局ホームページ （http://www.kotsu.metro.tokyo.jp）
平成7年 大都市交通センサス ：財団法人運輸経済研究センター、
平成11年 道路交通センサス：建設省道路局、
自転車駐車場整備マニュアル ：建設省都市局 監修、

自転車歩行者通行空間としての自歩道等のサービス水準に関する分析、土木計画学
研究・講演集 No.22(2) 1999.10 を基に分析］

徒 歩 バス

自動車

鉄 道

自転車
【モード別の移動距離と所用時間】
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【交通連携のイメージ】

交通システム全体としての信頼性、安全性、温暖化ガスの排出を含めた効率性の確保

○社会の少子・高齢化により、交通弱者が増大し、中心市街地や地域公共交通等の衰退など都市・
地域の大きな課題が発生している。

○多様な交通モードが連携する「つなぎ施設」の効率化、適正な交通の分担への再編が不可欠

○社会の少子・高齢化により、交通弱者が増大し、中心市街地や地域公共交通等の衰退など都市・
地域の大きな課題が発生している。

○多様な交通モードが連携する「つなぎ施設」の効率化、適正な交通の分担への再編が不可欠

出典：国土交通省 重点政策（2006年）
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代々木方面
・事例
（新宿駅南口）

○交通結節点では、その状況に応じて、道路やその周辺の上下空間を活用して鉄道や
バス等との接続性を高める取り組みを進めているところである。

○交通結節点では、その状況に応じて、道路やその周辺の上下空間を活用して鉄道や
バス等との接続性を高める取り組みを進めているところである。

交通システム全体としての信頼性、安全性、温暖化ガスの排出を含めた効率性の確保
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実績値

全国の渋滞損失時間 渋滞損失時間の推移

松本・諏訪

上田

長野

飯田

甲府

前橋・高崎 宇都宮
水戸

土浦

箱根

厚木

成田

さいたま市松本・諏訪

上田

長野

飯田

甲府

前橋・高崎 宇都宮
水戸

土浦

箱根

厚木

成田

さいたま市松本・諏訪

上田

長野

飯田

甲府

前橋・高崎 宇都宮
水戸

土浦

箱根

厚木

成田

さいたま市松本・諏訪

上田

長野

飯田

甲府

前橋・高崎 宇都宮
水戸

土浦

箱根

厚木

成田

さいたま市

＜関東地方の例＞

＜一般国道19号 松本市＞ ＜都心環状線 神田橋JCT付近＞

朝夕の通勤時間帯を中心に激
しい交通渋滞が発生

都心に用事のない通過交通に
よる交通渋滞が発生

H14実績
38.1
億人時間

37.6 36.9
35.1

33.1
31.6

○全国の渋滞損失は、減少傾向ではあるが、平成19年度においても年間約３１億人時
間となっている。

○全国の渋滞損失は、減少傾向ではあるが、平成19年度においても年間約３１億人時
間となっている。

交通システム全体としての信頼性、安全性、温暖化ガスの排出を含めた効率性の確保

（年度）
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◆東京２３区内の踏切数と海外の比較

【緊急対策踏切の概要】

【東京23区と海外の主要都市との踏切数の比較】

144610122673

ﾊﾟﾘﾍﾞﾙﾘﾝﾛﾝﾄﾞﾝﾆｭｰﾖｰｸ東京23区

踏切数

東京23区

（H17現在） （H17現在） （H14現在）（H19.２月現在） （H17現在）

パリ周辺

30埼玉県5

37兵庫県4

79神奈川県3

115大阪府2

277東京都1
箇所数都道府県名No.

36兵庫県5

37東京都4

47愛知県3

47大阪府2

75千葉県1
箇所数都道府県名No.

◆開かずの踏切数 ◆歩道が狭隘な踏切

71埼玉県5

82愛知県4

88神奈川県3

105大阪府2

159東京都1
箇所数都道府県名No.

◆ボトルネック踏切

交通システム全体としての信頼性、安全性、温暖化ガスの排出を含めた効率性の確保

○「緊急に対策の検討が必要な踏切」の多くは大都市圏に存在している。
○東京都の踏切数は、２３区のみを見ても、海外の主要都市に比べ圧倒的に多い

新橋

品川

上野池袋

新宿

渋谷

パリ市

セーヌ川

0 10 20km
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○日本は欧米諸国と比べて乗用車の実走行燃費が悪い。○日本は欧米諸国と比べて乗用車の実走行燃費が悪い。
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日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス

出典） 日本： 乗用車の平均燃費実績値計算マニュアル（日本自動車工業会, 2007）
日本以外： Energy Use in the New Millennium: Trends in IEA countries (IEA, 2007) より作成

注．乗用車の実走行燃費及び新車カタログ燃費の推移(100km走行あたりのガソリン消費量)

交通システム全体としての信頼性、安全性、温暖化ガスの排出を含めた効率性の確保



53

交通システム全体としての信頼性、安全性、温暖化ガスの排出を含めた効率性の確保

388

168

109

51

19

0

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

営業用乗用車（タクシー）

自家用乗用車

航空

バス

鉄道

自転車

g-CO2/人キロ（2007年度）

980

145

22

38

0 200 400 600 800 1000 1200

自家用貨物車

貨物自動車/トラック

鉄道

船舶

g-CO2/トンキロ（2007年度）

出典：国土交通省総合政策局資料

（人キロベース） （トンキロベース）

【旅客輸送の単位輸送あたりの二酸化炭素排出量】 【貨物輸送の単位輸送あたりの二酸化炭素排出量】

○単位輸送量あたりの二酸化炭素排出量は、他の交通モードに比べて、自動車
輸送が高い。

○単位輸送量あたりの二酸化炭素排出量は、他の交通モードに比べて、自動車
輸送が高い。
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○災害時の通行止め回数は減少傾向にあるが、年間１万回の水準で発生している。○災害時の通行止め回数は減少傾向にあるが、年間１万回の水準で発生している。

自然災害等による道路の通行止め回数の推移
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年間総雨量（95箇所平均）
年間通行止回数
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※

・・・2,664万時間（S57年度）

6,280回
（H19年度）

253万時間
（H19年度）

(500)

(1000)

(1500)

(2000)

(2500)

対象は、高速道路及び一般道路（一般国道、都道府県道、市町村道）
点線は、昭和50年から平成19年までのトレンド（経年と通行止め回数等の関係）を示す。

出典：道路交通管理統計

※ 年間総雨量は、全国の地方整備局、国道事務所等の所在地のアメダス95箇所の年間総雨量の平均値

交通システム全体としての信頼性、安全性、温暖化ガスの排出を含めた効率性の確保
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35

22

44

15

18

4

0 20 40 60 80 100 120

通行止め時

H19同時期

東名 中央道 １号 その他

51

102

＜＜渋滞による損失渋滞による損失＞＞

約約１１0202万人時間万人時間にに増加！増加！

約約2121億円億円に相当！に相当！

▲通行止め期間中の渋滞損失時間
※通常時 ：平成１９年８月１４日（火）～平成１９年８月１８日（土）
※通行止め時 ：平成２１年８月１１日（火）～平成２１年８月１５日（土）
※対 象 路 線 ：東名（東京～小牧）、中央道（高井戸～小牧JCT)、国道１号（清水～浜松）他
※算出に用いたデータ：高速道路：交通量調査、一般道：H17センサス、交通量調査、実走計測

-5 +13 +29 +14

（万人時間/5日）

東名高速道路（通行可能）

東名高速道路（通行止）

直轄国道

補助国道

県道

主要な迂回ルート

凡例
※通行止め表示は8月12日時点

※写真：国道1号CCTV画像

通行止め区間

通常時

通行止め時

N

浜松ＩＣ 磐田ＩＣ

掛川ＩＣ

菊川ＩＣ

相良牧之原ＩＣ

吉田ＩＣ

焼津ＩＣ

静岡ＩＣ

清水ＩＣ

災害箇所

静岡県

御前崎

袋井ＩＣ

交通システム全体としての信頼性、安全性、温暖化ガスの排出を含めた効率性の確保

○災害により道路が寸断されると幹線道路であっても、大幅な迂回や渋滞を余儀
なくされるなど、リダンダンシーが脆弱となっている。

○災害により道路が寸断されると幹線道路であっても、大幅な迂回や渋滞を余儀
なくされるなど、リダンダンシーが脆弱となっている。

同心橋 上り

岡部ＴＮ 下り至 神奈川

至 愛知

番生寺 上下
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○高度成長期に大量に整備された社会資本全体の老朽化が進行することが想定される。

○現在５０年以上経過した 道路橋 は ８％であるが、２０年後には５１％に増加

○現在５０年以上経過した トンネルは１７％であるが、２０年後には４７％に増加

○高度成長期に大量に整備された社会資本全体の老朽化が進行することが想定される。

○現在５０年以上経過した 道路橋 は ８％であるが、２０年後には５１％に増加

○現在５０年以上経過した トンネルは１７％であるが、２０年後には４７％に増加

現在
（2009）

18%

５０年経過ＴＮ
（1,600箇所）

10年後
（2019）

31%
５０年経過ＴＮ
（2,800箇所）

20年後
（2029）

47%
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（4,300橋）

現在
（2009）

8%

５０年経過橋梁
（12,000橋）

10年後
（2019）

25%
５０年経過橋梁

（37,000橋）

20年後
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51%

５０年経過橋梁
（78,000橋）
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34%

出典：
道路統計年報
（H19.4時点データ）

全道路トンネル
約９千箇所を対象

建設後５０年以上経過橋梁の割合

出典：
道路統計年報
（H19.4時点データ）

全道路橋約１５万橋
（橋長15m以上対象）

建設後５０年以上経過トンネルの割合

建設後５０年以上経過する
その他の社会資本の割合

Ｈ１８年度 Ｈ２８年度 Ｈ３８年度

交通システム全体としての信頼性、安全性、温暖化ガスの排出を含めた効率性の確保
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日本 アメリカ ドイツ イギリス

・出典：交通事故統計年報、交通統計、IRTAD
・1980年のドイツは旧西ドイツ・東ドイツの合計値である。
・日本、ドイツ、イギリスは左が1980年、右が2007年、アメリカのみ右側が2005年。
・1980年の日本は、交通事故発生から24時間以内に死亡した人の数にITARDAが
用いている係数1.3を乗じ、30日以内の死者数に換算した値を使用した。

・出典：交通事故統計年報、交通統計、IRTAD
・1992年以前の日本は、交通事故発生から24時間以内に死亡した人の数である。
・下記の国の死者数は、（）内の係数を乗じ、30日以内の死者数に換算した値である。

フランス：事故発生後6日以内の死者 （1.057）、（1992年以前：1.09）
イタリア：事故発生後7日以内の死者 （1.08）、（1999年以前に限る）

・1990年以前のドイツの数値は、旧西ドイツ・東ドイツの合計値である。
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20,000
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40,000

50,000

1980 1991 1993 1995 1997 1999 2001 2003 2005 2007

（人）

アメリカ

日本

ドイツ

フランスイギリス

韓国

オランダ

（人／10億台km） 41,059

6,639

709
3,059

4,949
4,620

6,166

8.7 9.0

29.3

22.7

7.2 5.7

【走行台キロ当たりの死者数（30日）の比較】
（1980年 ⇒ 2007（2005）年）

【交通事故死者数（30日）の比較】

20.9

37.2

○我が国の走行台キロ当たりの死者数は欧米諸国に近づいてきている。○我が国の走行台キロ当たりの死者数は欧米諸国に近づいてきている。

交通システム全体としての信頼性、安全性、温暖化ガスの排出を含めた効率性の確保
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出典：IRTAD・OECD資料

【走行台キロ当たりの死傷事故件数の比較】

国名 日本 ドイツ イギリス アメリカ

100 47.6 37 38.6

(H20暫定) (H18) (H18) (H17)
死傷事故率（件/億台キロ）

○走行台キロ当たりの死傷事故も大きく減少し、昭和40年代から３分の１となったもの
の、欧米と比較して依然、極めて高い。

○走行台キロ当たりの死傷事故も大きく減少し、昭和40年代から３分の１となったもの
の、欧米と比較して依然、極めて高い。
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日本

13.5

10.6

54.4

11.8

37.6

21.5

48.4

2.1

０～１４

15～24

25～64

65～

不明

イギリス

17.6

13.4

53.0

3.1

27.2

50.6

18.8

16.0

0.3

０～１４

15～24

25～64

65～

不明

アメリカ

20.5

14.2

52.9

12.4

4.5

24.7

55.3

15.0
0.6

０～１４

15～24

25～64

65～

不明

ドイツ

14.0

11.7

54.7

19.5

2.2

23.2

51.2

23.3

０～１４

15～24

25～64

65～

不明

【年齢層別の交通事故死者構成と人口構成の国際比較】

注 １：IRTAD資料 ２：数値は構成率（％） ３：内円は人口、外円は交通事故死者数 ４：2007年（アメリカのみ2005年）

約2.3倍

交通事故死者構成率

人口構成率

○我が国の高齢者（65歳以上）の交通事故死者構成率は、人口構成率に対し、
２倍以上であり、欧米諸国の約２倍。

○我が国の高齢者（65歳以上）の交通事故死者構成率は、人口構成率に対し、
２倍以上であり、欧米諸国の約２倍。

交通システム全体としての信頼性、安全性、温暖化ガスの排出を含めた効率性の確保
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○日本における交通事故死者数は、歩行中及び自転車乗用中が全体の約半数を占め、
欧米の約２～３倍となっている。

○また、歩行者の死亡事故の約６割が自宅から500ｍ以内で発生している。

14%

21%

11%

11%

32%

10%

14%

52%

52%

56%

42%

24%

18%

19%

23%

11%

18%

34%

12%

4%

4%

2%

6%

4%

6%

0% 25% 50% 75% 100%

ドイツ

イギリス
（UK）

フランス

アメリカ

日本

歩行中 自転車乗車中 乗用車乗車中

二輪車乗車中 その他不明

出典：IRTAD・OECD資料

【状態別死者数の国際比較（H18）】

不明
23人(1%)

２km以上
412人(21%)

１km～２km
149人(8%)

500ｍ～１km
264人(14%)

0～500ｍ以内
1,095人(56%)

約６割

【自宅からの距離別歩行者死者数（H19）】

出典：交通事故総合分析センター資料

約２～３倍
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課題解決サイクルの確立と
スピードアップ

○課題等の整理・共有
・行政の課題認識（データ
等）と住民の 実感の双方か

ら課題を整理し、共有

○メニューの作成
・目的
・優先順位
・手法
・効果 ・制約条件

○対策の実施・評価
・対策の効果を総合的に 評

価

対策実施状況一覧

●地元関係者が参加する検討会を立ち
上げ対策を検討

「スーパーニュース」（長野放送）
H21.6.29

「交通事故が多い塩尻市の国道19号線
で、交差点の改良についての検討会が
開かれました。検討会は長野国道事務
所が開いたもので、市や警察、地元な
どからおよそ30人が参加しました」

●地元関係者が参加する検討会を立ち
上げ対策を検討

「スーパーニュース」（長野放送）
H21.6.29

「交通事故が多い塩尻市の国道19号線
で、交差点の改良についての検討会が
開かれました。検討会は長野国道事務
所が開いたもので、市や警察、地元な
どからおよそ30人が参加しました」

死傷事故件数が平均の5倍以上の区間を抽出
●交通安全母の会等市
民の声を聞いて課題を
把握整理

「埼玉新聞」14面
H19.8.7

●交通安全母の会等市
民の声を聞いて課題を
把握整理

「埼玉新聞」14面
H19.8.7

○施策の決定

関係機関

地方自治体

国民、
地域住民、
自治会、

民間企業等

国土交通省

（オ
ー
プ
ン
な
手
続
き
）

パートナーシップ

コミュニケーション

対策メニューの作成→オープンな手続きの中で決定

●対策の実施状況と
効果をフォローアップ

●対策の実施状況と
効果をフォローアップ

○安全対策が必要な箇所について、データと実感を踏まえて、オープンな手続きの中で安全性要対策箇所
（50箇所）を選定し、課題解消に向けたPDCAサイクルに基づいた取り組みを実施している所もある。

交通システム全体としての信頼性、安全性、温暖化ガスの排出を含めた効率性の確保


